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Ⅰ．令和６年度会計別決算概況

区 分 一般会計 特別会計

歳入総額（Ａ） 1,832 1,314

歳出総額（Ｂ） 1,779 1,301

差引残額（形式収支）
（Ｃ）=（Ａ）-（Ｂ） 53 13

翌年度への繰越財源
（Ｄ） 12 0

実質収支
（Ｅ）=（Ｃ）-（Ｄ） 41 13

(億円)
一般会計決算の特徴

決算規模は、歳入・歳出とも２年ぶりの減（過去４番目の大きさ）
【参考】Ｒ5：歳入 約1,864億円、歳出 約1,814億円

実質収支は、約４１億円
【参考】R5：約４４億円、Ｒ４：約３９億円、Ｒ３：約38億円

プライマリーバランスは、約１４９億円の黒字(７年連続の黒字)
【参考】R5：約３５億円、Ｒ４：約92億円、Ｒ３：約29億円

市債残高（臨時財政対策債を除く）は、前年度末に比べ約39億円の減

財源対策基金残高は、５年連続の増加で、前年度末に比べ約４億円の増
（財政調整基金は約４億円の増）

※以下、四捨五入の関係上、各表間の計数、増減率が合わない場合がある。

経常収支比率は96.3％となり、前年度に比べ3.0ポイントの上昇

実質公債費比率は7.0％となり、前年度に比べ0.6ポイント上昇
（第９次高松市行財政改革計画の目標値7.0％）



Ⅱ．歳入（款別）
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主な増減

区分（前年度比） 理 由

市税
（▲４億円、▲0.5%）

個人市民税 (▲14.3億円（内、個人市民税定額減税
（▲18.1億円）の減））、市たばこ税（▲0.4億円）の減、
法人市民税（＋9.7億円）の増など

国・県支出金
（▲26億円、▲5.0%）

住民税非課税世帯生活支援給付金事業費補助金（▲28.7
億円）、学校給食費管理事務費補助金（▲10.8億円）、新型
コロナウイルス感染症予防接種事業費負担金（▲6.3億円）、
丸亀町商店街再開発事業費補助金（▲6.0億円）、新型コロ
ナウイルス感染症予防接種事業費補助金（▲5.3億円）の減、
定額減税補足給付金事業費補助金（＋29.6億円）の増など

市債
（▲87億円、▲50.1%)

文化芸術ホール改修事業債（▲37.7億円）、高等学校校舎
等建設事業債（▲29.5億円）、臨時財政対策債（▲10.4億
円）の減など

地方交付税
（＋29億円、＋14.0%)

普通交付税（＋26.9億円）、特別交付税（＋2.3億円）の増

地方譲与税・交付金
（＋32億円、＋21.5%)

地方特例交付金（＋18.6億円）、地方消費税交付金（＋5.1
億円）、株式等譲渡所得割交付金（＋4.5億円）の増など

総額：１，８32億円

市税

652億円

35.6%

諸収入

42億円

2.3％

その他

142億円

7.7％

国・県支出金

491億円

26.8%

市債

87億円

4.8％

地方交付税

238億円

13.0％

地方譲与税・

交付金

180億円

9.8%

依存財源
996億円
54.4%

自主財源
836億円
45.6 %



Ⅲ．市税の内訳及び推移
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(億円)

市税は、法人市民税が増となったものの、定額減税実施に伴う個人市民税の減などにより、前年度比で約3.5億円の減
（▲０．５%）となっている。
なお、個人市民税定額減税（約18.1億円）の影響額を踏まえると、前年度比で実質約14.6億円の増となっている。

税目 R６決算額 R５決算額 増減額 増減率

個人市民税 232.6 246.9 ▲14.3 ▲5.8%

法人市民税 75.3 65.6 9.7 14.8%

市民税計 307.8 312.5 ▲4.6 ▲1.5%

固定資産税 275.6 274.8 0.7 0.3%

軽自動車税 14.4 13.8 0.6 4.2%

市たばこ税 29.6 30.0 ▲0.4 ▲1.4%

入湯税 0.3 0.3 0.0 7.4%

事業所税 23.7 23.5 0.2 1.0%

合計 651.4 654.9 ▲3.5 ▲0.5%
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市税の推移
（億円）



Ⅳ．歳出（目的別）
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主な増減

区分（前年度比） 理 由

総務費
（＋33億円、＋20.2%）

定額減税補足給付金事業費（＋29.6億円）、職員退職手
当（＋9.5億円）、施設整備基金積立金（＋3.0億円）の増、
本庁舎施設整備費（▲3.1億円）の減など

民生費
（＋１億円、＋0.1%）

障害福祉サービス給付費（＋9.7億円）、児童手当費等
（＋8.1億円）、障害児通所支援事業費（＋4.0億円）の増、
住民税非課税世帯生活支援給付金事業費（▲28.8億円）
の減など

衛生費
（▲11億円、▲6.6%）

新型コロナウイルス感染症予防接種事業費（▲8.0億円）、
南部クリーンセンター施設整備事業費（▲3.8億円）の減、
定期予防接種費（＋4.4億円）の増など

教育費
（▲83億円、▲30.1%）

文化芸術ホール改修事業費（▲41.7億円）、高等学校校
舎等建設事業費（▲33.6億円）、小学校トイレ整備事業費
（▲10.0億円）の減など

公債費
（＋25億円、＋15.5%）

元金償還金・市債利子（＋24.6億円）の増など
※増減額の内、＋25.9億円は休日の関係でR5年度末支払
い分の一部（12.9億円）がR6年度支払いとなった影響によ
るもの

総額：１，779億円

総務費

199億円

11.2%

民生費

807億円

45.4%衛生費

152億円

8.5%

農林水産業費

24億円

1.4%

商工費

23億円

1.3%

土木費

126億円

7.1%

消防費

60 億円

3.4%

教育費

193億円

10.8%

公債費

184億円

10.4％

その他

11億円

0.5％



Ⅴ．歳出（性質別）
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主な増減

区分（前年度比） 理 由

扶助費
(＋21億円、＋3.9%）

定額減税補足給付金事業費（＋28.2億円）、障害福祉サービ
ス給付費（＋9.7億円）、児童手当費等（＋7.4億円）の増、
住民税非課税世帯生活支援給付金事業費（▲27.0億円）の
減など

人件費
(＋25億円、＋7.7%）

職員給与費（＋10.8億円）、職員退職手当（＋9.0億円）の増、
会計年度任用職員勤勉手当（＋6.2億円）の導入など

建設事業費
(▲104億円、
▲47.3%）

文化芸術ホール改修事業費（▲41.7億円）、高等学校校舎等
建設事業費（▲33.6億円）、小学校トイレ整備事業費
（▲10.0億円）、中学校施設老朽化対策事業費（▲9.0億円）、
丸亀町商店街再開発事業費（▲7.7億円）の減など

物件費
(＋９億円、＋3.7%）

放課後児童クラブ管理運営費（＋9.1億円）、定期予防接種費
（＋4.3億円）、教師用教科書・教材費（＋1.9億円）の増、
新型コロナウイルス感染症予防接種事業費（▲6.6億円）の減
など

補助費等
（▲９億円、▲5.1%）

過年度収入精算返還金（▲5.0億円）、中小企業等物価高騰
対策支援事業費（▲2.9億円）、医療・福祉施設等物価高騰対
策支援金交付事業費（▲1.8億円）の減など

総額：１，779億円

扶助費

554 億円

31.1％

人件費

345億円

19.4％公債費

184 億円

10.4％

建設事業費

116 億円

6.5%

物件費

239 億円

13.4%

補助費等

167 億円

9.4%

繰出金

117 億円

6.6％

維持補修費

22 億円

1.2％

その他

35 億円

2.0%

義務的経費
1,083億円

60.9%

投資的経費
116億円
6.5%

その他経費
580億円
32.6%



Ⅵ．市債残高の推移
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・市債残高は、前年度比約90.0億円の減（▲5.0％）となっており、臨時財政対策債は約51.2億円の減（▲7.1％）、
臨時財政対策債を除く市債残高が約38.8億円の減（▲3.6％）となっている。

・臨時財政対策債の市債残高は３年連続、臨時財政対策債を除いた市債残高は２年ぶりに減少した。

（億円）
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Ⅶ．財源対策基金現在高の推移

7

市債の償還に充てるため減債基金を取り崩した一方、決算剰余金の積立てや、市有施設の老朽化対策等を見据えた施設整
備基金の積立てなどにより、財源対策基金現在高は５年連続で増加し、前年度比で約４.0億円の増（＋2.2％）となっている。

（億円）
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Ⅷ．自主財源比率の推移
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自主財源については、市税（▲3.5億円）などが減となった一方で繰入金（＋17.5億円）、財産収入（＋5.4億円）などの増加により、
前年度比で約19.7億円の増（＋2.4％）となった。依存財源については、市債（▲87.3億円）、国庫支出金（▲30.5億円）の減な
どにより、前年度比で約52.1億円の減（▲5.0％）となった。
この結果、自主財源比率は前年度比で1.8ポイントの増となったが、物価高騰に係る国の継続的な給付金事業の実施など
により、国庫支出金の財源に占める割合が令和元年度以前と比べ高い状態が続いている。

●自主財源比率とは
歳入全体に占める自主的に収入できる財源（市税、分担金及び負担金、使用料及び手数料、財産収入、
寄附金、繰入金、繰越金、諸収入）の比率。

(%)
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37.4 
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44.6 43.8 

45.6 

35.0

40.0
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50.0

55.0

H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6



Ⅸ．プライマリーバランスの推移
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プライマリーバランスは公債費の増加（＋２4.6億円）に加え、市債の借入が減少（文化芸術ホール改修事業債▲３7.7億円な
ど）したことなどにより、２年ぶりの改善、７年連続での黒字を維持している。

●プライマリーバランスとは
政策的な支出を新たな借金に頼らずに、その年度の税収等でまかなわれているかどうか、子どもや孫など
次の世代に負担を先送りしているかどうかを示す指標。
【計算式】 （歳入総額－市債）－（歳出総額－公債費）

（億円）
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Ⅹ．経常収支比率の推移
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地方交付税（＋29.2億円）など、経常一般財源が増加（＋46.5億円）したものの、障害福祉サービス給付費等の経常的な扶
助費（＋3.5億円）、公債費（＋25.9億円）や給与改定による人件費（＋30.3億円）などの経常経費が増加（＋75.2億円）した
ことから、前年度比で、3.0ポイントの上昇となっている。

●経常収支比率とは
地方公共団体の財政構造の弾力性を示す指標。比率が低いほど弾力性が大きく望ましい。
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Ⅺ．実質公債費比率の推移
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公債費が増加（＋24.6億円※）したことなどにより、前年度比で0.6ポイント上昇している。
※内、＋25.9億円は休日の関係でR5年度末支払い分の一部（12.9億円）がR6年度支払いとなった影響によるもの

●実質公債費比率とは
地方公共団体における公債費による財政負担の度合いを判断する指標。
18％以上になると、起債に当たり許可が必要となる。（第９次高松市行財政改革計画の目標値7.0％）
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